
（平成２３年６月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認長崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

長崎国民年金 事案 765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年２月及び同年３月の付加保険料を含む国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 57 年２月及び同年３月 

私は、昭和 50 年２月末に会社を退職し、同年３月から国民年金に任

意加入し、国民年金保険料を付加保険料も併せて 57 年３月分まで納付

した。 

しかし、私の年金記録を確認したところ、国民年金は昭和 57 年２月

１日付けで資格を喪失し、申立期間は未加入期間となっていた。 

私は、任意加入の資格喪失申出書を提出した覚えは無く、Ａ市役所Ｂ

支所に問い合わせたところ、国民年金被保険者名簿によると、申立期間

の保険料は納付済みであるが、57 年２月１日付けで資格喪失と記載さ

れていることが分かった。     

また、年金事務所は、申立期間は未加入期間のため、当該期間の国民

年金保険料を還付すると言っているが、納得できない。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録、申立人の国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及びＢ村

（現在は、Ａ市）の申立人に係る国民年金被保険者名簿において、申立人

の国民年金被保険者資格喪失年月日は昭和 57 年２月１日であることが確

認でき、申立期間は未加入期間とされているところ、国民年金被保険者台

帳（特殊台帳）の昭和 56 年度の保険料納付記録欄には「○納○付」のゴ

ム印が表示され、Ｂ村の国民年金被保険者名簿の資格欄には「○附 50.

３.31」、保険料納付状況欄には「○納」のゴム印が表示されているにも

かかわらず、共に還付が行われた記録は無い。 



                      

  

また、申立人は、国民年金被保険者の任意加入の資格喪失申出書を提出

した覚えは無いとしており、昭和 57 年４月１日にＣ共済組合の組合員資

格を取得したこと以外に、申立人が任意加入の喪失に係る申出を行う特段

の事情も見当たらない上、申立人の国民年金被保険者台帳（特殊台帳）の

資格喪失年月日欄に「○」の中に「57／５」と確認できるゴム印の表示に

ついて、日本年金機構Ｄブロック本部Ｅ事務センターは、「当該資格喪失

年月日の記録を昭和 57 年５月に社会保険庁（当時）へ進達したことを示

している。」と回答しているものの、申立人が当該共済組合員の資格取得

月まで加入したとしている申立期間に係る保険料を既に納付していたにも

かかわらず、申立期間中の 57 年２月１日に資格喪失に係る申出を行うと

は考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年６月から 52 年３月までの国民年金保険料について

は、免除されていたと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住 所 ：  

                      

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月から 52 年３月まで 

私の母が、社会保険庁（当時）から送付されてきた「年金記録の確認

のお知らせ」（黄色便）について回答しなかったため、平成 21 年２月

25 日付けで送付されてきた「回答を催促するハガキ」を受けて、私が

母の代わりに回答を行った。その後、社会保険庁から送付されてきた

「国民年金老齢年金裁定請求書○旧」を、同年４月 20 日に提出したとこ

ろ、後日、老齢年金が裁定され、年金振込通知書が送付されてきた。 

その後、社会保険庁は、平成 21 年８月６日付けで昭和 36 年６月に遺

族年金の受給権が発生していたとして、同年４月から 52 年３月までの

約 16 年間にわたり承認されていた国民年金保険料の免除期間のうち、

国民年金の強制加入期間とならない 36 年６月から 52 年３月までの免除

期間を取り消し、未加入期間とした上で、国民年金老齢年金の受給権は

無いとして、平成 21 年９月７日付けで裁定取消を行った。 

しかし、国民年金の免除申請の手続窓口であったＡ市役所で 16 年間

の長期にわたり国民年金保険料の免除が承認されていたのは事実であり、

保険料が免除されていたことについて、私の母には何の落ち度もなかっ

たと思われるのに、国民年金加入終了後、長期間経過し、一旦国民年金

の老齢年金が裁定された後に国民年金の免除記録を取り消されたことに

納得がいかない。 

申立期間を元の国民年金保険料の免除期間に戻してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の次男が、死亡した申立人の納付記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を免除されており、社会保険庁か

ら送付されてきた「回答を催促するハガキ」への回答後、国民年金の老齢

年金の裁定請求を行った結果、同老齢年金が裁定されたところ、申立人の

夫の死亡に伴い、厚生年金保険の遺族年金の受給権者となっていたことに

より、国民年金の強制加入対象者でないことが平成 21 年８月に判明した

ことから、申立期間の国民年金被保険者資格が取り消され、申立期間が、

国民年金の未加入期間と訂正された上、国民年金保険料の免除記録を取り

消されている。 

しかしながら、申立人の夫の死亡に伴い、申立人は遺族年金の受給権者

となって以降、昭和 36 年６月１日から申立人が国民年金の強制被保険者

でなくなり、国民年金保険料の免除申請が行われた都度、免除申請ができ

る者の要件を満たしていないにもかかわらず、免除の申請を受け付ける状

態が約 16 年にわたり継続したことは、本来、免除申請を行える強制被保

険者に該当していたかを確認して免除申請を受け付けるべきであった行政

側において不適切な事務処理が行われていたと考えられる。 

また、申立人の老齢年金の受給権が発生した昭和 57 年から裁定が行わ

れた平成 21 年７月まで、約 27 年が経過しており、この間においても、申

立期間は国民年金保険料の免除の状態が長期間継続していることが確認で

きる。 

このように、申立人の国民年金保険料の免除に基づく年金給付に対する

期待と信頼は、約 27 年の長期間にわたり醸成されてきたものであり、免

除申請時の行政の対応も必ずしも十分なものではなかったことを踏まえる

と、後日になって、申立期間について、保険料の免除を行うことが制度的

に可能な強制被保険者期間でなくなったことを理由として、免除記録の取

消しを行うことは信義衡平の原則に反するものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年

金保険料については、免除されていたものと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1030 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 27年７月１日から 29年４月５日まで 

          ② 昭和 30年３月１日から 32年５月１日まで 

          ③ 昭和 32年４月５日から 36年３月 25日まで 

私は、年金受給手続を行った際に初めて、申立期間について脱退手当金

が支給されている記録になっていることを知ったので、年金記録問題が報

道で取り上げられた後も、二度、年金相談に行ったが、記録を訂正しても

らえなかった。 

私は、脱退手当金が支給されたという昭和 37 年４月 30 日時点において、

転居しており、脱退手当金を請求も受給もできなかったと思うし、今回、

年金事務所から脱退手当金に係る通知が届き、受け取っていないことを確

信したので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合には、異なる厚生年金保険被保険者記号番号で

管理されている厚生年金保険加入期間について番号の重複取消処理を行った

上で支給することとなるが、申立てに係る三つの厚生年金保険加入期間は二

つの異なる番号で管理されていたにもかかわらず、重複取消処理が行われて

いない。 

また、申立期間の脱退手当金は、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約１年１か月後の昭和 37 年４月 30 日に支給決定さ

れたこととなっており、申立期間③の事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人が当該事業所に係る被保険者資格を取得した前

後に同資格を取得した女性（申立人を含む。）のうち、申立人が同資格を喪



                      

  

失した 36 年３月 25 日の前後それぞれ１年以内に同資格を喪失し、かつ、そ

の時点で脱退手当金の受給資格を満たしていた二人の脱退手当金の記録を確

認したところ、脱退手当金を受給したこととされているのは申立人のみであ

ることが確認できることから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求した

とは考え難い上、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は、脱退手当金が

支給されたこととなっている時期の約４か月後の 37 年９月４日であり、申立

人が申立期間直後である 36 年４月以降の国民年金保険料を遡って納付してい

ることを踏まえると、申立人自身が脱退手当金を請求する意志を有していた

とも考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 34年 12月１日から 37年５月１日まで 

私は、昭和 34年 12月からＡ社で勤務していたが、結婚のため 37 年４月

末日で退職した。 

平成 22 年９月、私の厚生年金保険加入記録が送付されてきたので、確認

したところ、Ａ社で働いていた期間について、もらった覚えもない脱退手

当金というものが支給されていることを初めて知った。 

当時は、厚生年金保険制度及び脱退手当金という給付制度も知らなかっ

たし、会社から脱退手当金の請求についての説明を受けた覚えも自分で請

求したはずもないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として元に

戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の前後で管理され

ている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 37

年５月１日前後の一定期間（昭和 35年５月 21日から 42年２月１日まで）に

資格喪失し、かつ、その時点で脱退手当金の受給資格がある９人の脱退手当

金の支給記録を調査したところ、脱退手当金の支給記録が確認できる者は、

申立人のほかには１人のみであり、９人のうち事情を聴取できた２人につい

ては「会社から脱退手当金の説明はなかった。」としていることを踏まえる

と、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、Ａ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年

金保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず、申

立期間の脱退手当金の支給決定日が昭和 37 年 10月 12日となっていることを



                      

  

踏まえると、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、

申立人は、36 年 10 月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が旧姓

で脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金の支給に当たっては、本来、過去の全ての厚生年金保

険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被

保険者期間について、その計算の基礎とされておらず、未請求となっている。

しかしながら、未請求となっている被保険者期間について、申立人は、「学

校の紹介で、卒業と同時に同級生と一緒に初めて親元を離れて働いた工場で

あり、忘れるはずがない。」としており、最初の被保険者期間を失念すると

は考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年６月 21 日から 39 年１月 20 日まで 

          ② 昭和 41年２月８日から 42年９月 13日まで 

私は、昭和 42年９月に、それまで勤めていたＡ社を退職した。 

私は、当該事業所及び昭和 35 年６月から約４年間勤務したＢ社における

厚生年金保険被保険者期間の脱退手当金を受給したことを満 60 歳になった

ときに社会保険事務所（当時）で聞いて初めて知ったが、脱退手当金の手

続についても知らなかったし、受け取ったという記憶もないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①と②の間にある被

保険者期間について、その計算の基礎とされておらず、未請求となっている

が、申立人は、兄弟と同じ事業所で勤務（実際の勤務期間は相違してい

る。）したとしており、当該未請求期間と申立期間②の間が約半月間である

ことを踏まえると、当該未請求期間を失念するとは考え難い上、未請求とな

っている被保険者期間並びに申立期間①及び②に係る３回の被保険者期間は

同一番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない期間として存

在することは事務処理上不自然である。 

また、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の前後に記載され

ている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 42

年９月 13 日の前後それぞれ２年以内に資格喪失し、かつ、資格喪失日から６

か月以内に脱退手当金を受給した者で事情聴取できた５人のうちの２人は、



                      

  

「退職の際、会社から脱退手当金について説明はなかった。」、残りの３人

は、「覚えていない。」としており、「説明はなかった。」としている２人

のうちの１人は、「自分が社会保険事務所（当時）で手続して脱退手当金を

もらった。」としており、事業主による代理請求の可能性は低いと考えられ

る。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間①及び②に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1036 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 12 年７月１日から同年８月１日までの期間及び 15

年４月１日から同年８月１日までの期間に係る標準報酬月額については、申

立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認められることから、12 年７月の標準報酬月額に係る記

録を 24 万円、15 年４月から同年７月までの標準報酬月額に係る記録を 15 万

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 12年７月１日から 17年 11月 24日まで 

私は、平成 11年４月から 17年 11月までＡ社に勤務していたが、「ねん

きん定期便」を見て、申立期間については、標準報酬月額が実際に受け取

っていた給与額や保険料控除額に見合う額よりも低くなっていることが分

かった。 

私が保管している申立期間の一部に係る給与支払明細書により、申立期

間当時の給与額や保険料控除額が確認できるので、申立期間における標準

報酬月額を実際に受け取っていた給与額又は保険料控除額に見合う標準報

酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額に基づく標準報

酬月額又は申立人の報酬月額に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の適否を判



                      

  

断することとなる。 

また、ⅰ）Ａ社から提出された申立期間に係る内容の異なる複数の賃金台

帳のうち、同社が実際の給与支払内容を記載していたとする台帳（以下「実

際の賃金台帳」という。）における申立人の申立期間に係る給与支給額（所

得税の課税対象額。通勤手当を除く。）及び社会保険料控除額の年間の合計

額が、申立人の所得税の源泉徴収に関する資料（申立人の平成 12 年から 17

年までの各年の給与支払報告書（個人別明細書））における「支払金額」及

び「社会保険料等の金額」とそれぞれ一致していること、ⅱ）同社から提出

された全従業員の各月ごとの賃金を整理した賃金台帳によると、各月の全従

業員分の給与支給額（通勤手当を除く。）及び社会保険料控除額の合計額は、

同社の総勘定元帳（勘定科目は給料手当及び法定福利費）に記載されている

各月のそれぞれの額と一致しているところ、当該賃金台帳により確認できる

申立人の申立期間に係る各月の給与支給額及び社会保険料控除額が、前述の

実際の賃金台帳により確認できるそれぞれの額と一致していることから、実

際の賃金台帳は、申立人の申立期間に係る実際の給与支払内容が記載された

ものと推認される。 

したがって、申立期間のうち、平成 12 年７月１日から同年８月１日までの

期間及び 15 年４月１日から同年８月１日までの期間に係る標準報酬月額につ

いては、Ａ社から提出された実際の賃金台帳により確認できる報酬月額及び

保険料控除額から、12年７月は 24万円、15年４月から同年７月までは 15万

円とすることが必要である。 

なお、当該期間において、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、Ａ社から提出された申立人の平成 12 年７月に行

われた標準報酬月額の随時改定に係る健康保険厚生年金保険被保険者標準報

酬改定通知書及び 14 年 10 月に行われた標準報酬月額の定時決定に係る健康

保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書により、同社は、申立人の 12

年４月から同年６月までの期間の各月の報酬月額を 12 万 500 円、14 年５月

から同年７月までの期間の各月の報酬月額を 12万 1,100円として届出を行っ

ていることが確認できるところ、同社は、実際の賃金台帳により確認できる

報酬月額及び保険料控除額に見合う報酬月額を届けておらず、申立人の当該

期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の当該期間に係る標準報酬月額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 12 年８月１日から 15 年４月１日までの期間

及び同年８月１日から 17年 11月 24日までの期間の標準報酬月額については、

Ａ社から提出された当該期間に係る実際の賃金台帳に記載されている厚生年



                      

  

金保険料の控除額は、オンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料と一致

又は低くなっていることが確認できるところ、同社の事務担当者は、「当時、

経営上の問題で、申立人を含む全従業員の標準報酬月額を下げる手続を行い、

当該月額に基づき保険料を控除していたが、事情により実際の支給内容とは

異なる給料支払明細書を交付していた。」としている上、オンライン記録を

見ても、申立人の標準報酬月額について不自然な記録訂正が行われた形跡は

見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、平成 12 年８月１日から

15 年４月１日までの期間及び同年８月１日から 17 年 11 月 24 日までの期間

については、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1038 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月１日から 40年１月１日まで 

私は、昭和 36年 12月１日から 39年 12月 31日まで、Ａ社（現在は、Ｂ

社）に勤務していたが、60 歳になって社会保険事務所（当時）に年金の請

求手続に行った時に、申立期間については脱退手当金を受給したことにな

っていることが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を受け取った覚えが無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金については、Ａ社における申立人の厚生年金保

険被保険者資格喪失日である昭和 40 年１月１日時点において、36 年の厚生

年金保険法の改正に伴う経過措置には該当しないため、受給要件を充足せず、

40 年の同法の改正により同年６月以降受給できるようになったことを踏まえ

ると、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の被保

険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、

当該被保険者期間は 20 か月と比較的長期間であることを踏まえると、申立人

がこれを失念して請求するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1039 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 21年３月５日から 23年３月７日まで 

私は、昭和 21 年３月５日から 23 年３月６日までＡ社に勤務していたが、

年金事務所に確認したところ、申立期間については脱退手当金が支給され

た記録となっていることが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を受け取った記憶が無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の被保険者期

間については、脱退手当金の計算の基礎とされておらず、未請求となってい

るが、申立人は、「私は、Ａ社に入社する際、前の会社から受け取った厚生

年金保険被保険者証を提出した。」としており、申立人がこれを失念すると

は考え難い。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（いわゆる「旧台帳」）及びＡ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、時期は不明であるも

のの、申立期間に払い出された申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号

が申立期間より前に払い出されていた申立人の番号に統合する重複取消処理

が行われていることが確認できるところ、当該被保険者名簿において、番号

の重複取消処理が行われていることが確認できる複数の者（申立人を含

む。）の重複取消処理前の番号に係る旧台帳は、いずれも確認することがで

きず、申立人は、同社に係る厚生年金保険被保険者資格を喪失後、約 13 年間

公的年金に加入していないことを踏まえると、当該重複取消処理は、申立人



                      

  

が同社に在籍していた当時に行われたものと考えるのが自然であり、当該重

複取消処理が行われた結果、未請求となっている被保険者期間と申立期間が

同一の番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない被保険者期

間が存在することは、事務処理上不自然である。 

また、前述の被保険者名簿の申立人が記載されているページ及びその前後

のページに記載されている男性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格

喪失日である昭和 23 年３月７日の前後それぞれ２年以内に被保険者資格を喪

失し、かつ、脱退手当金の受給資格がある 16 人（被保険者資格を喪失した日

から１か月以内に別の事業所に係る同資格を取得した者を除く。）について

脱退手当金の支給記録を確認したところ、脱退手当金を受給した者は、申立

人を含む３人のみであり、事業主が申立人の委任に基づき代理請求を行った

とは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1040 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年１月６日から 22年 10月１日まで 

             ② 昭和 22 年 10 月１日から 24 年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 25年４月１日から同年８月１日まで 

             ④ 昭和 26年１月５日から 28年７月１日まで 

私は、Ａ社が昭和 28 年６月末で閉鎖となるまで同社に勤務していたが、

社会保険事務所（当時）に年金の請求手続に行った時に、申立期間につい

ては脱退手当金を受給したことになっていることが分かった。 

しかし、脱退手当金を受け取った覚えは無いので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、厚生年金保険被

保険者記録が確認できる女性のうち、脱退手当金の受給資格がある 18 人につ

いて脱退手当金の支給記録を確認したところ、脱退手当金が支給決定されて

いる者は申立人を含む４人のみである上、当該４人のうちの２人は、同社に

係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約９年後に支給決定されている

ことから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求していたとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前の被保

険者期間については、その計算の基礎とされておらず、未請求となっており、

当該未請求期間に係る事業所は、申立人が最初に勤務した事業所である上、

被保険者期間は 14 か月であることを踏まえると、申立人がこれを失念して請

求するとは考え難い。 



                      

  

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（いわゆる「旧台帳」）及び

オンライン記録により確認できる脱退手当金の支給額は、いずれも法定支給

額と一致しない上、当該台帳において、脱退手当金の資格期間は、申立期間

①から④までを合計した 81 月と記載されているにもかかわらず、申立期間③

の被保険者記録が記載されていないことを踏まえると、適正な事務処理が行

われたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1031 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

   住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 21年２月４日から 22年８月４日まで 

② 昭和 23年８月２日から 25年 11月 24日まで 

申立期間については、脱退手当金が支給されたことになっているが、受

給した記憶が無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る脱退手当金は、申立期間②の事業所に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 26 年２月７日に支給決定さ

れている上、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（いわゆる「旧台

帳」）には、脱退手当金が支給されたことが記録されているなど、一連の事

務処理に不自然な点は認められない。 

また、申立人に係る脱退手当金が支給決定された当時は、通算年金制度創

設前であり、一定期間（原則 20 年）以上の厚生年金保険被保険者期間がなけ

れば年金は受給できなかったことから、申立期間②の事業所を退職した以降、

厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然

さはうかがえない上、申立人に聴取しても、脱退手当金を受給した記憶が無

いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

   住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 26年 12月１日から 36年４月 11日まで 

日本年金機構から脱退手当金の受給に関する確認のはがきが届き、申立

期間については脱退手当金が支給されていることが分かった。 

しかし、申立期間以前の脱退手当金の支給対象となっていない期間につ

いては、申立期間と同じ番号で管理されていたと思うし、私は、脱退手当

金を請求していないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が

当該事業所に係る被保険者資格を取得した前後に同資格を取得した女性（申

立人を含む。）のうち、申立人が同資格を喪失した昭和 36 年４月 11 日の前

後それぞれ１年以内に同資格を喪失し、かつ、その時点で脱退手当金の受給

資格を満たしていた 12 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、全員に

脱退手当金が支給決定されていることが確認でき、そのうち 11 人が当該事業

所に係る資格喪失日から６か月以内に支給決定されている上、当該 11 人のう

ち事情を聴取できた１人は、「経理担当者から脱退手当金について説明があ

った。請求手続は会社がしてくれたと思う。」としていることから、申立人

についても、その委任に基づき、事業主による代理請求がなされた可能性が

高いものと考えられる。 

また、申立人の申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和

36 年８月 28 日に支給決定されているほか、申立人の厚生年金保険被保険者

台帳（いわゆる「旧台帳」）には脱退手当金の算定のために必要となる標準



                      

  

報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したこと

が記録されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人は、「申立期間以前の脱退手当金の支給対象となっていな

い期間については、申立期間と同じ番号で管理されていたと思う。」として

いるものの、当該未請求期間の事業所に係る被保険者名簿において確認でき

る申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間に係る番号とは異な

っている上、当該未請求期間が短期間（４か月）であること及び脱退手当金

が当該未請求期間の事業所に係る資格喪失日（昭和 26 年９月 13 日）から約

10 年後に支給決定されていることを踏まえると、裁定請求の際、申立人が当

該未請求期間を失念していたことも考えられるなど、申立期間前にある未請

求期間だけをもって不自然な請求とは言えず、ほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 34年 10月 29日から 38年 12月 21日まで    

年金事務所から送られてきた通知によると、私は、申立期間について、

昭和 39 年２月 25 日に脱退手当金を受給したことになっているが、退社後

すぐに実家に帰ったので、この時点において、転居していることから、請

求も受給もできなかったと思う。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が当該事

業所に係る被保険者資格を取得した前後に同資格を取得した女性（申立人を

含む。）のうち、申立人が同資格を喪失した昭和 38年 12月 21日の前後それ

ぞれ１年以内に同資格を喪失し、かつ、その時点で脱退手当金の受給資格を

満たしていた３人（被保険者資格を喪失した日から４か月以内に別の事業所

に係る同資格を取得した者を除く。）の脱退手当金の支給記録を確認したと

ころ、全員に、当該事業所に係る資格喪失日から６か月以内に脱退手当金が

支給決定されていることが確認できることから、申立人についても、その委

任に基づき、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられ

る。 

また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退

手当金が支給されていることを意味する表示が記されている上、申立期間に

係る脱退手当金の支給額については、計算上の誤りは無く、支給決定日につ

いても、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の

昭和 39 年２月 25 日となっているなど、一連の事務処理に不自然な点は認め

られない。 



                      

  

さらに、申立人は、「私は、退社後すぐに実家に帰ったので、脱退手当金

が支給決定されたという時期に、請求も受給もできなかったと思う。」とし

ているが、原戸籍の附票が保存されていないため、申立期間に係る被保険者

資格喪失直後の申立人の住所を確認することができないほか、脱退手当金は、

請求から支給まで数か月を要する場合もあることを考慮すると、本件では、

転居前に申請された可能性がある上、脱退手当金の受給については、裁定を

行った社会保険事務所（当時）以外の金融機関において受領することができ

たことから、当該主張をもって申立期間に係る脱退手当金の請求及び受給が

できなかったものとはいえず、ほかに当該脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

   

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1037 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

. 

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 25年４月１日から 27年９月 15日まで 

② 昭和 27年９月 22日から 30年 11月 21日まで 

私は、昭和 25 年４月１日にＡ市のＢ社に入社し、27 年９月まで勤務し

たのち、Ｃ社に転職し、30 年 11 月の中頃に退職するまで勤務していた。

このたび、私の年金記録を調べたところ、これらの厚生年金保険被保険者

期間に係る脱退手当金を、31 年２月４日に受け取っていたことになってい

ることが分かった。退職後すぐの 30 年 11 月下旬にはＤ県Ｅ郡Ｆ町の実家

に戻り、以来、一度もＡ市には戻ったことが無く、私の家族も親戚もＡ市

には住んでいなかったのに、私が脱退手当金を受け取ったことになってい

ることに納得がいかない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が被保険

者資格を取得した前後の昭和 26 年７月１日から 30 年８月１日までに同資格

を取得した女性のうち、申立人が同資格を喪失した同年 11 月 21 日の前後そ

れぞれ３年以内に同資格を喪失し、かつ、その時点で脱退手当金の受給資格

を満たしていた 19 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、11 人に脱

退手当金が支給されていることが確認でき、そのうち７人が当該事業所に係

る資格喪失日から６か月以内に支給決定されている（いずれも申立人を含

む。）上、申立人に係る脱退手当金の支給決定当時は通算年金制度創設前で

あったことを踏まえると、申立人についても、その委任に基づき、事業主に

よる代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 



                      

  

また、申立人は、脱退手当金の支給決定がなされた昭和 31 年２月４日には、

「Ｄ県Ｅ郡Ｆ町Ｇ地区（現在は、Ｈ市Ｉ地区）＊番地に居住しており、Ａ市

にはいなかった。」としているところ、支給決定を行った社会保険事務所

（当時）の管轄外に居住している者への脱退手当金の支払は、銀行又は郵便

局の窓口で受け取る隔地払いの方法もあり、申立人が脱退手当金を受給でき

た可能性も否定できない。 

さらに、申立期間に係る脱退手当金は、申立期間②の被保険者資格喪失日

から約２か月後の昭和 31 年２月４日に支給決定されており、厚生年金保険被

保険者台帳（いわゆる旧台帳）の保険給付欄には、申立人の申立期間に係る

脱退手当金の支給記録が記載されている上、その支給額に計算上の誤りは無

く、オンライン記録と一致しているなど、一連の事務処理に不自然な点は認

められない。 

加えて、申立人に聴取しても、脱退手当金を受給した記憶が無いというほ

かに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1041 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年８月 26日から同年 12月 10日まで 

私は、昭和 40 年６月から同年 12 月までＡ社にＢ職として勤務していた

のに、申立期間の厚生年金保険の加入記録が確認できないことに納得でき

ない。 

申立期間において、同社に勤務していたことは間違いないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 49 年８月１日にＣ社へ名称を変更

しているところ、同社に係る申立人の雇用保険の記録により、申立人は、40

年６月 28 日から同年８月 26 日までＡ社に勤務していたことが確認できるも

のの、申立期間における雇用保険の記録は確認できない上（昭和 40 年８月

26 日は除く。）、申立人が覚えている同僚は所在が不明であるため事情を聴

取できないほか、同社に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる複数の

者に事情を聴取しても、いずれも申立人を覚えておらず、申立期間における

申立人の勤務実態について確認することができない。 

また、オンライン記録により、Ｃ社は、平成 14年 10月 31日に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっていることが確認できるところ、同社の事業主

であった者は、「Ｃ社は、既に倒産しており、当時の資料も無いので、届出

及び保険料控除については不明である。」と回答している。 

さらに、申立期間及びその前後の期間について、Ａ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿を見ても、既に確認されている申立人の厚生年金保険

被保険者記録以外に申立人の被保険者記録は確認できない上、既に確認され

ている申立人の被保険者記録は、申立人の雇用保険の記録とほぼ一致してい



                      

  

ることが確認できるほか、前述の複数の者に事情を聴取しても、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかがわせる回答を得ることは

できなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が給

与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1042 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 24年５月 21日から 27年３月 20日まで 

② 昭和 31年 11月 1日から 32年７月２日まで 

私は、Ａ社Ｂ工場に申立期間を含め４回勤務していたが、年金事務所に

確認したところ、申立期間については、脱退手当金が支給されているとの

説明を受けた。 

同社Ｂ工場を退職した後、失業保険を受け取っていた記憶はあるが、脱

退手当金を受け取った記憶は無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①と②の間にある被

保険者期間は、同一の事業所に係るものであり、かつ、同一の厚生年金保険

被保険者台帳記号番号により管理されていたにもかかわらず、その計算の基

礎とされておらず、未請求となっている。 

しかし、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（いわゆる「旧台帳」）を見

ると、前述の未請求の厚生年金保険被保険者期間は記載されていないものの、

申立期間①及び②に係る脱退手当金が、申立期間②における厚生年金保険被

保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 32 年９月６日に支給決定されている

ことが確認できる上、支給額に計算上の誤りが無いなど、脱退手当金の支給

決定に関する事務処理が不合理であったとまでは言い難い。 

また、申立期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記

載されているページ及びその前後 10 ページに記載されている女性のうち、申

立期間②における申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 32 年



                      

  

７月２日の前後それぞれ２年以内に被保険者資格を喪失し、かつ、脱退手当

金の受給資格がある申立人を含む 57 人について脱退手当金の支給記録を確認

したところ、38 人に脱退手当金が支給決定されており、当該 38 人のうちの

31 人が資格喪失日から６か月以内に支給決定されていることを踏まえると、

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求が行われた状況が

うかがえる。 

さらに、申立期間における申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は

同一番号で管理されているにもかかわらず、申立人が、申立期間②の後の昭

和 34年 10月 29日に申立期間①及び②と同じ事業所であるＡ社Ｂ工場におい

て厚生年金保険被保険者資格を再取得した際には、申立期間①及び②とは別

の記号番号が払い出されていることから、脱退手当金を受給したために別の

記号番号が払い出されたものと考えるのが自然である上、申立人から聴取し

ても、受給した記憶が無いという主張のほかに脱退手当金を受給していない

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 25年４月５日から 30年４月 13日まで 

私は、昭和 25 年４月から 30 年４月までＡ社に勤務していたが、年金事

務所に確認したところ、申立期間については、脱退手当金が支給されたこ

とになっていることが分かった。 

しかし、同社を退職した後に脱退手当金を受け取った記憶は無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されている

ページ及びその前後のページに記載されている女性のうち、申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日である昭和 30 年４月 13 日の前後それぞれ２年以

内に被保険者資格を喪失し、かつ、脱退手当金の受給資格がある 27 人につい

て脱退手当金の支給記録を確認したところ、18 人に脱退手当金が支給決定さ

れており、当該 18 人のうち、申立人を含む９人が資格喪失日から６か月以内

に支給決定されている上、当該９人のうちの１人は、「会社から脱退手当金

を受け取ったと思う。」としていることを踏まえると、申立人についてもそ

の委任に基づき事業主による代理請求が行われた状況がうかがえる。 

また、申立期間の脱退手当金については、申立人の厚生年金保険被保険者

台帳（いわゆる「旧台帳」）において支給記録が確認できる上、支給額に計

算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から５

か月後の昭和 30 年９月 13 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に

不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに、

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



                      

  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1044 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年７月１日から 39年８月１日まで 

私は、昭和 36 年７月から 39 年７月までＡ社に勤務していたが、年金事

務所に確認したところ、申立期間については、脱退手当金が支給されたこ

とになっていることが分かった。 

しかし、同社を退職した後に脱退手当金を受け取った記憶は無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により厚生年金保険被保険

者記録が確認できる女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日

である昭和 39 年８月１日の前後それぞれ２年以内に同資格を喪失し、かつ、

脱退手当金の受給資格がある 30 人（被保険者資格を喪失した日から１か月以

内に別の事業所において同資格を取得した者を除く。）について脱退手当金

の支給記録を確認したところ、18 人に脱退手当金が支給決定されており、当

該 18 人のうち、申立人を含む９人が資格喪失日から６か月以内に支給決定さ

れている上、当該原票において、43 年８月１日に同資格を喪失し、約２か月

後の同年９月 24 日に脱退手当金の支給記録が確認できる者は、「会社から脱

退手当金の説明を受け、会社で手続してもらったと思う。」としていること

を踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求が

行われた可能性も否定できない。 

また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、

脱退手当金が支給されていることを示す「脱」の記載が確認できる上、申立

期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 39 年９月 22 日に



                      

  

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに、

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1045 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年１月１日から 39年１月１日まで 

私は、昭和 36 年１月１日から 38 年 12 月 31 日までＡ社（現在は、Ｂ

社）に勤務していたが、年金事務所に確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給されているとの説明を受けた。 

しかし、同社を退職した後に脱退手当金を受け取った記憶は無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日である昭和 39 年１月１日の前後それぞれ２年以内

に被保険者資格を喪失したことが確認できる女性のうち、脱退手当金の受給

資格がある 13 人（被保険者資格を喪失した日から２か月以内に別の事業所に

おいて同資格を取得した者を除く。）について脱退手当金の支給記録を確認

したところ、８人に脱退手当金が支給決定されており、このうち申立人を含

む５人が資格喪失日から６か月以内に支給決定されている上、同じ日に脱退

手当金が支給決定されている者が複数いることを踏まえると、申立人につい

てもその委任に基づき事業主による代理請求が行われた状況がうかがえる。 

また、申立期間に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票を見る

と、脱退手当金が支給されていることを示す「脱」の記載が確認できる上、

申立期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 39 年３月 19

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに、

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



                      

  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1046 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年３月 17日から 41年６月 26日まで 

私は、昭和 36 年３月から 41 年６月まで、Ａ社に勤務していたが、年金

事務所に確認したところ、申立期間については、脱退手当金が支給されて

いるとの回答を受けた。 

退職した際、退職金を受け取ったことは覚えているが、脱退手当金を受

け取った覚えが無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る脱退手当金裁定請求書の写しを見ると、その住所欄には、申

立人がＡ社を退職した後に転居したとする実家の住所が記載されている上、

社会保険事務所（当時）から当該裁定請求書に係る押印漏れの是正を申立人

に依頼した旨の文書が当該裁定請求書の写しに添付され、依頼どおり押印さ

れていることが確認できることを踏まえると、申立人の意思に基づき脱退手

当金が請求されたものと考えられる。 

また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、

脱退手当金が支給されていることを示す「脱」の記載が確認できる上、申立

期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 41年 10月 17日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 1047 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年７月 13日から 41年３月８日まで 

私は、昭和 37 年７月から 41 年３月までＡ社に勤務していたが、年金事

務所で厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間については

脱退手当金を受給したことになっていることが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を受け取った覚えは無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る脱退手当金裁定請求書の写しによると、その住所欄には、申

立人がＡ社を退職した後に転居したとするＢ市の実家の住所が記載されてい

る上、Ｂ市の郵便局に隔地払いを行ったことが確認できることから、申立期

間の脱退手当金の請求は、申立人の意志に基づき行われたものと考えられる。 

また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

脱退手当金が支給されていることを示す「脱」の記載が確認できる上、申立

期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 41 年５月２日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いという主張のほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


